様式第１号別紙３（第９条関係）
不交付要件に該当しないことの申立書【新型】
　　年　　月　　日
石巻市長（あて）
申請事業主
住所　　　　　　　　　　　　　　

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　㊞
　石巻市事業復興型雇用創出助成金（新型）の交付申請に当たり、下記のとおり申し立てます。
　なお、このことについて、石巻市から照会等があった場合は、協力します。

記
１　事業主に関する不交付要件
　　申請事業主は、次のいずれにも該当しません。
　　(1)　不正な行為により、本来支給を受けることのできない助成金等（雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第４章の雇用安定事業等に係る各種給付金をいう。）の支給を受け、又は受けようとしたことにより、３年間にわたる助成金等の不支給措置が執られている事業主及び第３条第１項第１号の事業において不正受給を行った事業主
　　(2)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団に該当する事業主又は暴力団の構成員、若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者が経営、運営に関係している事業を行う事業主
　　(3)　到来した納期において納付すべき市税及び宮城県税を完納していない事業主
(4)　平成２６年度までに当助成金の交付を受けた事業主 
２　対象労働者に関する不交付要件

　　本助成金の申請を行う対象労働者には、次に該当する者は含まれていません。
　　(1)　平成２３年１１月２１日以降に離職した労働者を再び雇い入れる場合の当該労働者

　(2)　平成２３年１１月２１日以降に、助成の対象となる事業所において労働者を事業主の都合により解雇（勧奨退職等を含む。）又は雇い止めした事実がある場合は、その人数に相当する労働者

　(3)　雇入れに係る費用が国又は地方公共団体が交付する他の補助金や融資等の交付対象となっている労働者

　(4)　平成２３年度ふるさと雇用再生特別基金事業及び緊急雇用創出事業により、当該事業主が雇用した労働者

　(5)　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第２条第２号に規定する派遣労働者

　(6)　最初の新規雇用者の雇い入れから２年を経過した後に雇い入れた労働者
　
